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※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。
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※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄

【財政力指数】

昨年度と同じ０．４４であるが、依然として類似団体平均を大きく下回っており、脆弱な財政基盤

であるといえる。今後、市税の確保、増収に努め、財政基盤の強化を図る必要がある。

【経常収支比率】

昨年度から３．８ポイント減の９３．６％となっている。これは、老人保健事業や国民健康保険事

業など特別会計への繰出金が減ったことが主な要因である。

※詳細な分析は、歳出比較分析表の分析欄に記載。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

昨年度から微減となっており、類似団体と比較してもほぼ同水準である。これは、合併後、職

員の削減や物件費を中心とする歳出の削減を行ってきたからである。

【ラスパイレス指数】

平成１８年度から給与構造の見直し、５町合併に伴う旧町間の給与格差調整を行い、以後も国

の動向に準じて給与体系の見直しを実施しているが、国の地域手当原資確保のための昇給抑制

に係る措置の影響により増加傾向にある。その他、勧奨等に伴う退職者の増、新規採用の抑制、

また大幅な人事異動による職種間異動も数値増加の要因となっている。

今後も引き続き、国や他団体等の状況も踏まえ、給与の適正化に努めていく。

【将来負担比率】

昨年度から６．８ポイント改善して、１６１．７％となったものの、依然として類似団体平均を大きく

下回っている。また、この数値は、熊本県内１４市の中で１４番目であり、県内でも最低レベルであ

ることが分かる。

昨年度から数値が改善した主な要因としては、普通交付税の増などによる標準財政規模の増

【実質公債費比率】

昨年度から０．４ポイント増えて、１６．９％となっており、類似団体平均と比べても大きく下回って

いる。これは、庁舎別棟や支所建設など合併後に行った起債事業の償還開始等が主な要因であ

る。

今後も小中学校耐震補強や小中一貫校建設、スマートインター等、大規模な事業が控えている

が、起債依存型の事業を見直し、起債発行額を抑制し、類似団体の水準まで低下させる必要が

ある。

【人口千人当たり職員数】

前年度から０．８９ポイント減少し、７．７６人となり、類似団体平均を若干下回っている。これは、

合併後行った職員数の削減等によるものである。

今後も施設の統廃合、事務事業の見直しなど計画的な職員の削減を行い、適正な人員の確保
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄

【財政力指数】

昨年度と同じ０．４４であるが、依然として類似団体平均を大きく下回っており、脆弱な財政基盤

であるといえる。今後、市税の確保、増収に努め、財政基盤の強化を図る必要がある。

【経常収支比率】

昨年度から３．８ポイント減の９３．６％となっている。これは、老人保健事業や国民健康保険事

業など特別会計への繰出金が減ったことが主な要因である。

※詳細な分析は、歳出比較分析表の分析欄に記載。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

昨年度から微減となっており、類似団体と比較してもほぼ同水準である。これは、合併後、職

員の削減や物件費を中心とする歳出の削減を行ってきたからである。

今後も計画的な職員の削減や施設の統廃合により、さらなる削減を目指す。

【ラスパイレス指数】

平成１８年度から給与構造の見直し、５町合併に伴う旧町間の給与格差調整を行い、以後も国

の動向に準じて給与体系の見直しを実施しているが、国の地域手当原資確保のための昇給抑制

に係る措置の影響により増加傾向にある。その他、勧奨等に伴う退職者の増、新規採用の抑制、

また大幅な人事異動による職種間異動も数値増加の要因となっている。

今後も引き続き、国や他団体等の状況も踏まえ、給与の適正化に努めていく。

【将来負担比率】

昨年度から６．８ポイント改善して、１６１．７％となったものの、依然として類似団体平均を大きく

下回っている。また、この数値は、熊本県内１４市の中で１４番目であり、県内でも最低レベルであ

ることが分かる。

昨年度から数値が改善した主な要因としては、普通交付税の増などによる標準財政規模の増

加などが挙げられるが、標準財政規模は、景気や国の動向に左右されるため、①起債事業の縮

小による市債発行の抑制、②歳出の削減に伴う基金（積立金）の増加、③公営企業や一部事務

組合への公債費繰出の削減など、徹底した歳出削減を行い、財政の健全化を図る必要がある。

【実質公債費比率】

昨年度から０．４ポイント増えて、１６．９％となっており、類似団体平均と比べても大きく下回って

いる。これは、庁舎別棟や支所建設など合併後に行った起債事業の償還開始等が主な要因であ

る。

今後も小中学校耐震補強や小中一貫校建設、スマートインター等、大規模な事業が控えている

が、起債依存型の事業を見直し、起債発行額を抑制し、類似団体の水準まで低下させる必要が

ある。

【人口千人当たり職員数】

前年度から０．８９ポイント減少し、７．７６人となり、類似団体平均を若干下回っている。これは、

合併後行った職員数の削減等によるものである。

今後も施設の統廃合、事務事業の見直しなど計画的な職員の削減を行い、適正な人員の確保

に努める。


